別紙第１（第８条関係）

講 師 選 定 要 件

１　共通要件

（１）各科目を教えるのに相応しい専門家が講師として担当するものとし、その講師要件については、２の表のとおりとする。

（２）考え方、内容の偏りを防ぐために、同一講師、同一機関に所属する講師が担当できる科目については、次のとおりとする。

　　ア　同一講師が担当できる科目数は４科目までとする。ただし、講義と演習（実技講習）について同一講師が担当することが望ましい科目については、併せて１科目として数えることができる。

　　イ　同一機関の職員が担当する科目数は、総科目数の２分の１以下とすることが望ましい。

（３）演習（実技講習）については、定員２０人当たり１人の講師が担当することにする。また、講師のほかに助手を確保する等、受講者全員が十分な演習（実技講習）ができるよう努めること。

（４）交通機関を利用した演習については、安全確保のために、上記の講師に加えて、受講者８人につき１人の助手を確保すること。

（５）実務経験の算定については、次の通り取り扱う。

ア　実務経験は、各資格取得（又は、研修修了）後から算定するものとし、資格取得（研修修了）前の業務経験は算定しない。

イ　実務経験とは、介護福祉士であれば介護業務、社会福祉士であれば相談援助業務等の当該資格に関わる業務経験を指す。

ウ　実務経験の算定基準として、常勤又は非常勤で雇用されており、当該業務の勤務日数が年間１８０日以上あるものを算定対象とする。雇用形態が登録等の者及び勤務日数が年間１８０日未満のものは実務経験としては算定しない。

エ　実務経験について、当該業務について専任・兼任の別は問わないが、複数職種を兼務している場合は主たる業務についてのみ実務経験に算定する。

２　各職種区分の要件

	No
	必要資格
	実務経験等
	その他要件

	1
	社会福祉士
	社会福祉士として，３年以上生活支援員等の相談援助業務に従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	2
	介護福祉士
	介護福祉士として，３年以上介護職員，ホームヘルパー等の直接援助業務に従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	3
	医師
	医師免許を有する者
	

	4
	眼科医
	医師免許を有している者で，眼科を専門としているもの
	

	5
	精神科医
	医師免許を有している者で，精神科を専門としているもの
	

	6
	精神保健福祉士
	精神保健福祉士として，３年以上精神障害者の在宅サービスに従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	7
	精神障害者の相談業務に従事する精神保健福祉士
	精神保健福祉士として，医療機関等において３年以上精神障害者の相談業務に従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	8
	理学療法士
	理学療法士として，３年以上機能訓練業務に従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	9
	作業療法士
	作業療法士として，３年以上機能訓練業務に従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	10
	言語聴覚士
	言語聴覚士として，３年以上言語訓練業務に従事経験がある者
	

	11
	臨床心理士
	臨床心理士として，３年以上心理療法・相談援助業務に従事経験がある者
	

	12
	心理判定員
	心理判定員として，３年以上心理療法等に従事経験がある者
	

	13
	保健師又は看護師
	保健師又は看護師として，３年以上の従事経験がある者
（准看護師での従事経験は含まない。）
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	14
	訪問指導に従事する保健師
	訪問指導等の在宅福祉サービスに関わる業務に３年以上従事経験のある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	15
	訪問看護に従事する看護師
	訪問看護業務に３年以上従事経験がある者（准看護師での従事経験は含まない。）
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	16
	障害者(児)の訪問指導に従事する保健師
	在宅障害者(児)に対する訪問指導に３年以上従事経験のある者
	１級課程の場合は、１年以上主任的立場にあり、指導的業務経験を有すること。

	17
	障害者(児)の訪問看護に従事する看護師
	在宅障害者(児)に対する訪問看護業務に３年以上従事経験のある者（准看護師での従事経験は含まない。）
	１級課程の場合は、１年以上主任的立場にあり、指導的業務経験を有すること。

	18
	終末期介護に従事する看護師
	終末期介護に３年以上従事経験のある者

（准看護師での従事経験は含まない。）
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	19
	管理栄養士又は栄養士
	管理栄養士又は栄養士として，社会福祉施設において３年以上勤務経験のある者
	

	20
	救急救命士等
	救急救命士又は日本赤十字救急法指導員として登録されている者
	

	21
	一級建築士
	１級建築士の免許を有している者で，障害者，高齢者等の住宅改修に相当の実績を有するもの
	

	22
	弁護士
	弁護士として登録している者で，人権擁護活動に相当の実績のあるもの
	

	23
	サービス提供責任者
	介護福祉士登録後又は障害者（児）ホームヘルパー養成研修１級課程修了者であって，３年以上サービス提供責任者として従事経験がある者（平成１５年３月３１日までの主任ヘルパーとしての従事経験を含む。）
	

	24
	ガイドヘルパー
	ガイドヘルパーとして、それぞれの障害に対応したガイドヘルプに５年以上従事経験がある者
	

	25
	障害者(児)の相談支援業務に従事する者
	市町村相談支援事業所，地域活動支援センター等において，５年以上相談支援業務に従事経験のある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	26
	障害者(児)又は高齢者施設長
	障害者(児)又は高齢者施設において，５年以上施設長としての従事経験がある者
	

	27
	障害者(児)施設の生活支援員又は児童指導員
	障害者(児)施設において，５年以上当該職種の従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	28
	生活支援員，生活相談員，児童指導員
	社会福祉施設において，５年以上当該職種の従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	29
	視覚障害者生活支援員
	視覚障害者施設において，５年以上生活支援員としての従事経験がある者
	

	30
	歩行指導員
	歩行指導員として，３年以上従事経験がある者
	

	31
	高齢者施設生活相談員
	高齢者施設において，５年以上生活相談員としての従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	32
	高齢者又は障害者(児)施設の主任級介護職員又は看護職員
	高齢者施設又は障害者(児)施設において，５年以上当該職種の従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	33
	デイサービスセンター介護職員
	デイサービスセンターにおいて，５年以上当該職種の従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	34
	高齢者の訪問指導等に従事する保健師又は看護師
	高齢者の訪問看護等に従事する保健師，看護師で，３年以上従事経験があるもの

（准看護師での従事経験は含まない。）
	１級課程の場合は、１年以上主任的立場にあり、指導的業務経験を有すること。

	35
	在宅介護支援センター職員
	在宅介護支援センターの専任の従業者として，３年以上相談援助業務の従事経験がある者
	１級課程の場合は，１年以上主任的立場にあり，指導的業務経験を有すること。

	36
	介護支援専門員
	介護支援専門員として登録後，２年以上ケアプラン作成業務に従事経験がある者
	１級課程の場合は，３年以上の従事経験を有すること。

	37
	レクリエーション指導者
	福祉レクリエーション資格を有する者で，障害者(児)，高齢者等へのレクリエーション指導員として活動し，相当の実績を有するもの
	

	38
	障害者福祉行政担当者
	障害者福祉主管課において１年以上担当し，現在も担当している者
	

	39
	高齢者福祉行政担当者
	高齢者福祉主管課において１年以上担当し，現在も担当している者

	

	40
	福祉行政担当者
	社会福祉主管課において１年以上担当し，現在も担当している者
	

	41
	人権啓発行政担当者
	人権啓発主管課において１年以上担当し，現在も担当している者
	

	42
	人権啓発を行う団体職員
	人権啓発を行う団体において１年以上担当し，現在も担当している者
	

	43
	各養成校の教員
	福祉科の高等学校教員免許を有する者で，現在高等学校において，当該科目内容を教授しているもの又は，大学，短期大学，高等技術専門校，社会福祉士若しくは介護福祉士養成施設，介護福祉士受験資格を得られる高等学校等において，現在，当該科目内容を教授しているもの
	

	44
	同行援護従業者
	指定同行援護サービス事業所の従業者として従事しているもの
	


別紙第２（第８条関係）

実習施設等及び実習指導者要件

１　共通要件

（１）実習施設（事業所）要件

ア　実習は，開所後１年以上経過しており，適正に運営されている施設（事業所）で行うこと。

イ　実習生の受入について，実習生の更衣・食事室，実習日誌を記入する部屋等の体制が整っていること。

ウ　現在，施設（事業所）で従業者として勤務している受講生については，勤務先以外の施設（事業所）で実習を行うこと。

（２）実習指導者要件

ア　実習指導者は，当該実習施設（事業所）に勤務しているもので，当該業務について，的確に実習生に指導できるものが担当すること。

イ　従事経験の算定については，講師要件の実務経験の算定に準じて取り扱う。

ウ　実習指導者は，当該実習施設（事業所）の主任職員が担当することが望ましい。

エ　実習指導者１名が担当する実習生の数は，次のとおりとすること。

	科目種別
	実習生数

	介護技術に関するもの
	４名以下

	同行訪問を行うもの
	２名以下


２　個別要件

　　実習受入施設（事業所）種別及び科目ごとの実習指導者については，次のとおりとする。

（1） 居宅介護職員初任者研修課程

ア　効果的な研修を行うため、必要があると考えられる場合には、「１．職務の理解」から４時間、「１０．振り返り」から２時間、計６時間を上限として施設の見学等の実習に換えることができる。なお、実習施設等との相談の上、必要に応じて時間数をカリキュラム以上に追加しても良い。

イ　「１．職務の理解」、「１０．振り返り」共に講義は２時間以上行うこと。

ウ　科目ごとの、実習施設（事業所）種別については、下記のとおりとする。
	実習受入施設
	実習指導者要件

	・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・地域密着型介護老人福祉施設

・介護療養型医療施設（介護保険適用病床での実習に限る）

・認知症対応型共同生活介護事業所

・特定施設入居者生活介護事業所

・身体障害者療護施設

・肢体不自由児施設

・障害者支援施設
・通所介護事業所

・認知症対応型通所介護事業所
・訪問看護事業所

・通所リハビリテーション事業所
	３年以上直接援助業務に従事している介護福祉士又は看護師で、かつ当該施設において１年以上勤務している者
　
　
　
　
　
　


（３）障害者居宅介護従業者基礎研修
	科　　目
	実習受入施設（事業所）
	実習指導者

	ホームヘルプサービス同行訪問

（４時間×１日）
	○居宅介護事業所

○訪問介護事業所

○夜間対応型訪問介護事業所　等
	介護福祉士又は居宅(訪問)介護従業者養成研修１級若しくは２級課程修了者であって，ホームヘルプ業務に１年以上業務経験のあるもの

	在宅サービス提供現場見学
（４時間×１日）
	○生活介護を行う事業所

○通所介護事業所
○訪問看護ステーション

○通所リハビリテーション事業所　等
	当該事業所の部門責任者及びそれに準ずる者


（４）重度訪問介護従業者養成研修基礎課程

	科　　目
	実習受入施設（事業所）
	実習指導者

	基礎介護実習

（５時間）


	○重度訪問介護を行う事業所
○居宅介護事業所
○移動支援を行う事業所
○障害者支援施設
○障害児施設
○共同生活介護を行う事業所

○生活介護を行う事業所　等
	３年以上直接援助業務に従事している者であって，当該施設において１年以上勤務しているもの

	外出介護実習

（２時間）
	
	


（５）重度訪問介護従業者養成研修追加課程
	科　　目
	実習受入施設（事業所）
	実習指導者

	重度肢体不自由者の介護サービス提供現場実習
（３時間）
	○重度訪問介護を行う事業所
○居宅介護事業所
○障害者支援施設
○障害児施設

○共同生活介護を行う事業所

○生活介護を行う事業所　等
※在宅等で生活する障害程度区分５又は６である肢体不自由者（児）に対する介護サービス提供現場を１か所以上含むこと。
	３年以上直接援助業務に従事している者であって，当該施設において１年以上勤務しているもの


（６）重度訪問介護従業者養成研修統合課程

	科　　目
	実習受入施設（事業所）
	実習指導者

	基礎介護実習

（３時間）


	○重度訪問介護を行う事業所

○居宅介護事業所

○移動支援を行う事業所

○障害者支援施設

○障害児施設

○共同生活介護を行う事業所

○生活介護を行う事業所　等
	３年以上直接援助業務に従事している者であって，当該施設において１年以上勤務しているもの

	外出介護実習

（２時間）
	
	

	重度肢体不自由者の介護サービス提供現場実習

（３. ５時間）
	○重度訪問介護を行う事業所

○居宅介護事業所

○障害者支援施設

○障害児施設

○共同生活介護を行う事業所

○生活介護を行う事業所　等

※在宅等で生活する障害程度区分５又は６である肢体不自由者（児）に対する介護サービス提供現場を１か所以上含むこと。
	３年以上直接援助業務に従事している者であって，当該施設において１年以上勤務しているもの


（７）知的障害者移動支援従業者養成研修課程
	科　　目
	実習受入施設（事業所）
	実習指導者

	移動支援に係る技術に関する実習
（３時間）
	○障害者支援施設
○知的障害児施設
○共同生活介護を行う事業所

○共同生活援助を行う事業所
○生活介護を行う事業所
○地域活動支援センター

○居宅介護を行う事業所　等
※知的障害者（児）を対象者に含む施設・事業所に限る。
	施設の精神保健福祉士等

（当該施設の主任職員に相当する職以上である者を原則とする。）


（８）精神障害者ホームヘルパー養成特別研修課程
	科　　目
	実習受入施設（事業所）
	実習指導者

	コミュニケーション実習
（３時間）
	○障害者支援施設
○共同生活介護を行う事業所
○共同生活援助を行う事業所
○生活介護を行う事業所
○地域活動支援センター

○居宅介護を行う事業所

○精神科病院、診療所のデイケア　等
※精神障害者を対象者に含む施設・事業所に限る。
	施設の精神保健福祉士等

（当該施設の主任職員に相当する職以上である者を原則とする。）


別紙第３（第７条関係）

	演習使用備品等一覧

	　
	

	演習内容
	準備するもの

	１
	食事の介護
	車椅子,テーブル,足台,防水布,エプロン,自助具,いす（背もたれやひじあてのあるもの）, 食器（食べやすく工夫されたもの）,ビニール,タオル,ストロー,スプーン,はし,吸いのみ等

	２
	排泄・尿失禁の介護
	ポータブルトイレ,取り付け式手すり,便器（和式・和洋折衷型・洋式）,尿器（男性用・女性用採尿器）,おむつ,おむつカバー,ゴムマット,防水布,バスタオル,汚れたおむつを入れる容器,着脱しやすい衣類 トイレットペーパー,タオル等

	３
	衣類着脱の介護
	パジャマ,寝巻き（ゆかた式）,着脱が容易にできる衣類（片マヒ用,後ろファスナー）,ベッド,車椅子,テーブル,イス,バスタオル,タオル等

	４
	入浴の介護
	簡易浴槽,（一般浴槽）,シャワーチェアー,手すり,洗面器,バスボード,浴槽台,滑り止めマット,バスタオル,タオル,ヘアブラシ,シャンプー,リンス,綿棒,つめ切り,ドライヤー,シャンプーハット,バケツ,リフト等

	５
	身体の清潔
	バケツ,洗面器,石鹸,シャンプー,リンス,ドライシャンプー,ゴム手袋,やかん,湯せん用ピッチャー,タオル,ビニールシート,紙おむつ,洗髪器,耳栓,５０％エタノール,ガーゼ,歯ブラシ,コップ,受水盆,つめ切り,ベビーオイル,綿棒,着替え等

	６
	口腔の衛生
	歯ブラシ,コップ,タオル,吸いのみ,受水盆,綿棒,ゴム手袋　等

	７
	寝具の整え方
	ベッド,マットレス,マットレスパッド,布団,毛布,掛け布団,枕,枕カバー,シーツ,ベッドブラシタオルケット,洗濯かご　等

	８
	寝床上での体位と姿勢交換
	ベッドまたは布団,ビニール,座布団,小枕,大枕,介助バー　等

	９
	じょくそう（床ずれ）への対応
	エアマット・ビーズマット等,ベビーオイル,５０％エタノール,バスタオル,紙おむつ　等

	１０
	いす・車いす等への移乗の介護
	車椅子,ベッド,布団,安全ベルト,便座（トイレ）,ポータブルトイレ,介助バー,手すり,簡易浴槽,（一般浴槽）等

	１１
	車いすでの移動の介助
	車椅子

	１２
	肢体不自由者の歩行の介助
	手すり,滑り止めテープ,歩行器,歩行車,つえ　等

	１３
	視覚障害者の歩行等の介護
	椅子,白杖,アイマスク　等

	１４
	緊急時の対応法（骨折・火傷等）
	副子,三角巾,包帯,消毒ガーゼ,バスタオル,タオル,段ボール,座布団,カーペット　等

	１５
	腰痛の予防等介助者の健康管理
	椅子

	１６
	移動介護に係る演習
	（電動）車椅子,ベッド,布団,便座,ポータブルトイレ,椅子,白杖,アイマスク　等
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